(H24.04.13)

　　　　　　　　　　　　　休業等実施計画届（初回）の提出について
平成　　年　　月　　日

ハローワーク　　　　　　            
大阪労働局ハローワーク助成金センター
事業所名：                          
１．受給のための手続き

　受給しようとする事業主は、助成金の対象となる休業もしくは教育訓練（以下「休業等」といいます。）の初日の前日までに、提出書類等を大阪労働局ハローワーク助成金センター等へご提出ください。

提出先

	大阪労働局　ハローワーク助成金センター

【旧名称：事業主支援コーナー内「大阪労働局雇用助成金窓口」】
〒530-0001　大阪府大阪市北区梅田１－１２－３９　新阪急ビル８階
TEL : ０６－６３４６－７１８１　　FAX : ０６－６３４６－７１８７

※　管轄ハローワークでも計画届の取次ぎを行います。

但し、平成24年4月1日以降、次のハローワークでは取次を行いません。

（ﾊﾛｰﾜｰｸ大阪東、ﾊﾛｰﾜｰｸ梅田、ﾊﾛｰﾜｰｸ大阪西、ﾊﾛｰﾜｰｸ阿倍野、ﾊﾛｰﾜｰｸ淀川）


　★郵送での計画届の受付は行っておりません。必ず、ご来所のうえ、ご提出ください。
　★提出時には、本状も必ずご持参ください。

２．初回の事前届の提出の際に必要な資料
　 □　休業等実施計画（変更）届　　　　　　　　　　　　　　　　　［様式第１号（１）］

· 休業・教育訓練[計画・実績]一覧表（教育訓練を行う場合のみ）　［様式第１号（３）］
· 雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［様式第１号（２）様式第２号（２）］

☆円高の進行に伴う経済上の影響を受けた事業主の場合

□　雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書(円高の影響を受けた事業主用)

※生産量等確認期間が１ヶ月　　　　　　　　　　　　　　　　［様式第１００号］

☆関西電力株式会社管内地域の事業主の場合
□　雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書（電力制限地域の事業主用）
［様式第９７号、様式９７号－２］
様式９７号　Ａ欄の期間に、

平成２３年１２月１９日から平成２４年３月２３日が含まれる場合に必要となります。
　　　　Ｐ７　　５．注意事項（７）「生産量要件について」を確認願います。
☆東日本大震災の影響により休業等を実施する場合

　□　雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書（震災被害用）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［様式第９６号］
	★捨印の押印について
　上記書類の余白部分に、捨印（代表者印）を押印してください。


３．添付書類

◎　休業を実施する場合

（１）労働組合等との協定書
　 □　休業協定書【写し】（計画届を提出する当日までに締結すること）

（２）休業等協定書に署名押印した労働者代表が当該事業所の労働者の過半数を代表するものであることを確認できる書類
　□　労働組合がある場合・・・組合員名簿等の組合員数を証明する書類
　□　労働組合がない場合・・・労働者代表選任書（協定前に選出すること）

（３）企業の業務内容、資本金等を確認できる書類

□　商業登記簿謄本又は履歴事項全部証明書【写し】（個人事業主の場合、確定申告書）
　 □　会社案内、パンフレット
（４）雇用保険被保険者の所属を確認できる書類

　 □　会社組織図（部、課、係等及び所属職員名、役職等が確認できるもの）
（５）賃金締切期間、所定労働日、所定労働時間、賃金構成を確認できる書類

　 □　就業規則、労働協約、雇入通知書、雇用契約書等【写し】

　 □　賃金規定【写し】

　 □　年間休日カレンダー（２４年度、２３年度、２２年度）４月から翌３月まで

　　　※ 就業規則等で年間の所定休日数（又は所定労働日数）の確認ができない場合のみ提出してください。

※ 年間カレンダーの提出が必要な場合において、所属部署・雇用形態等によって所定労働日・所定休日が相違している場合については、それぞれ所属部署・雇用形態等ごとに３年度分を作成してください。
　　　　なお、事業所であらかじめ年間カレンダーを作成されている場合は、その写しを提出してください。

□　交代制勤務をとっている場合・・・対象被保険者ごとの勤務日程表【写し】
（６）生産指標の数値を実証する書類
　 □　最近の３ヶ月間と前年同期（又は直前の３ヶ月間）の生産量（額）、販売量（額）、売上高等事業活動を示す指標（例…月次損益計算書、生産月報等）
· 円高の進行に伴う経済上の影響を受けた事業主による特例を利用する場合は、円高の影響により生産量等の回復が遅れていることが必須の条件となります。なお、「円高の影響による内需の冷え込みのため生産量が減少」など、円高の影響が明確に説明できないものについては対象になりませんのでご注意ください。
· 指標の期間については、対象期間の初日によって変わってきますので、あらかじめおたずねください。

· 東日本大震災に伴う特例により、対象期間の初日が平成２４年３月１１日から平成２５年３月１０日までの間にある事業主については、生産指標の最近３ヶ月間と前々年同期に比べ、１０％以上の減少している場合に利用可能となります。
詳細は当該案内の７P「計画届提出時の注意事項（８）」をご覧下さい。
· 決算書（損益計算書）又は法人税の納税証明書（その２）、（直近のもの）【写し】

· 中小企業緊急雇用安定助成金において生産量（又は売上高）５％未満の減少の場合のみ提出してください。

· 決算書（損益計算書）は、公認会計士又は監査法人の監査を受けたもの又は会計参与により作成されたものあるいは税務代理権限証書が添付されたものに限ります。
· 税務代理権限証書を添付する場合の決算書（損益計算書）は、法人税の申告書（別表１）も添付が必要です。
· 通期、半期、四半期決算のいずれかで可。

· 個人事業主の場合は、青色申告決算書又は、白色申告。

（７）その他

   ① 以前に本助成金を利用したことがある場合

□ 前回実施時の初回計画届【写し】
　　※過去3年以内に利用がない場合は提出する必要はありません。
② 休業等対象者に在籍出向者が含まれる場合
・出向先事業所が当該助成金の休業等を実施している場合
□ 出向先事業所の休業等実施計画届（労働局又は安定所受理印があるものであって、できれば初回の計画届）【写し】

・出向先事業所が当該助成金の休業等を実施していない場合　

□ 出向先事業所の「雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書」［様式第1号（２）様式第２号（２）］
□ 出向先事業所の最近の３ヶ月間と前年同期（又は直前の３ヶ月間）の生産量（額）、販売量（額）、売上高等事業活動を示す指標（例…月次損益計算書、生産月報等）
· 円高の進行に伴う経済上の影響を受けた事業主による特例を利用する場合は、円高の影響により生産量等の回復が遅れていることが必須の条件となります。なお、「円高の影響による内需の冷え込みのため生産量が減少」など、円高の影響が明確に説明できないものについては対象になりませんのでご注意ください。
· 指標の期間については、出向元事業所の生産量（売上高）の要件期間のものを提出してださい。

□ 出向先事業所の決算書（損益計算書）又は法人税の納税証明書（その２）、（直近のもの）【写し】

※ 決算書は、公認会計士又は監査法人の監査を受けたもの又は会計参与により作成されたもの並びに税務代理権限証書が添付されたものに限ります。
※ 税務代理権限証書を添付する場合の決算書（損益計算書）は、法人税の申告書（別表１）も添付が必要です。

※ 通期、半期、四半期決算のいずれかで可。
◎　教育訓練を実施する場合
＊上記の書類に併せて（教育訓練のみを実施する場合、休業協定書については不要となります）、以下の書類を提出して下さい。

 　□　教育訓練協定書【写し】（計画届を提出する当日までに締結すること）
□　受講者ごと、日ごと、時間ごとの訓練内容、職種等を把握できる書類

　　　　・訓練カリキュラム等【写し】（教育訓練の目的・目標も併せて明示して下さい）

・受講者の教育訓練が行われる場所を示す一覧ないし配置図

□　通常実施している教育訓練の状況を示す書類

　　 ・就業規則、年間訓練実施計画表等【写し】

□　教育訓練指導員（講師）の職務経歴書（「事業所内訓練」の場合）
　　　※氏名、生年月日、担当する教育訓練の科目、職種、職務経歴等を記載したもの。
· 事業所外訓練の場合（教育訓練の実施主体が外部機関であると証明できる教育訓練）
・申込書等（訓練の対象者名が確認できるもの）
　　　　・講座の内容、期間、日時が明記された申し込み案内・パンフレット等（既存のカリキュラム内容であり、一般に公開されていることが確認できるもの）
　　　　・受講料の支払いを証明できる書類【写し】（受講料が支払われない場合は除く）
　　　※事業主からの依頼により、外部機関が作成したカリキュラムに基づく教育訓練は、実

施主体は事業主となり、事業所内訓練の位置付になりますのでご注意下さい。

※必要に応じて上記以外の書類の提出を求めることがあります。また、後段「５．（１２）教育訓練について」の注意点がございますので、よくお読みください。
· 判定基礎期間の初日が平成２３年４月１日以降については、事業所内訓練の教育訓練費の支給額は次のとおりとなります。
　〔対象労働者１人１日当たり支給額〕
　雇用調整助成金　４，０００円→２，０００円
　  中小企業緊急雇用安定助成金　６，０００円→３，０００円
　 （事業所外訓練の教育訓練費の支給額は、これまで通り大企業４，０００円、中小企
業６，０００円です。）
４．計画届の変更

　　休業等実施計画届の内容に変更があった場合は、当該変更に係る実施日の前日までに届けてください。
なお、休業等協定の変更を伴わない計画届の変更に限り、郵送・ＦＡＸにて提出することができます。郵送・ＦＡＸにて変更届を提出する場合は、休業等実施計画（変更）届［様式第１号（１）］の右上の余白に「郵送による計画届の変更」「ＦＡＸによる計画届の変更」と記載のうえ、変更前の休業等実施計画（変更）届（労働局又は安定所受理印のあるもの）と併せて、大阪労働局ハローワーク助成金センターまで送付して下さい。（この場合、変更届が届いているか電話で労働局に確認する必要があります。）
《届出が必要な場合》

①休業・教育訓練予定日以外の日に実施する場合
　②休業予定日数・休業予定実人員を変更する場合
· 休業の実施日数・人数が、計画届で届けられた日数・人数より減少する場合で、届出実施予定日の範囲で実施する場合には変更届の提出を省略できます。（増加の場合は、変更届の提出が必要となります。）
③教育訓練予定日数・教育訓練予定実人員・教育訓練実施科目・教育訓練実施予定施設・教育訓練受講者及び実施予定日を変更する場合

· 教育訓練については、計画届の上記内容を変更する場合、計画の範囲内で減少の場合（受講者の都合により急遽欠席した場合など、受講者の責めに帰すべき理由による減少の場合は除く）を含め、変更届の提出が必要となります。

《届出に必要な書類》
□　休業等実施計画(変更)届　　　　　 　　　　　　　　　　　　　[様式第１号（１）]

□　休業・教育訓練［計画・実績］一覧表（教育訓練を行う場合のみ）　[様式第１号（３）]

　　□　変更内容を確認できる資料等
　　□　変更前の休業等実施計画（変更）届（労働局又は安定所受理印のあるもの）【写し】
　　□　変更前の休業・教育訓練［計画・実績］一覧表（同上、受理印のあるもの）【写し】
＊計画届の取り下げ

　　休業等実施計画届を取り下げる時は、第１回目の支給申請前までに大阪労働局ハローワーク助成金センター等にその旨を届け出てください。

５．雇用調整助成金・中小企業緊急雇用安定助成金計画届提出時の注意事項

（１）助成対象者について

　　①雇用保険被保険者であることが必要です。ただし、被保険者であっても、次に該当する者は助成対象者となりません。

休業、教育訓練又は出向（以下、「休業等」という。）を行う日の属する判定基礎期間の初日が平成２３年７月１日以降の休業等について、判定基礎期間の初日の前日において、雇用保険の適用上同一の事業主としての被保険者期間が６ヶ月未満の労働者（ただし、東日本大震災に伴う特例が適用される場合においてはこの限りでない。）、在籍出向者、長期休職者、労働組合専従者、解雇予告されている者、退職願を提出した者、併給調整の対象となる助成金（※）の支給対象となる者

（なお、出向元の雇用保険被保険者である在籍出向者の休業にあっては、当該出向に係る助成金を受給している者以外であって、初回計画届同様の生産量要件を満たしている雇用保険の適用事業所である出向先事業主の事業所において実施されたものであれば対象となります。）
※ 併給調整の対象となる主な助成金は、特定求職者雇用開発助成金、試行雇用奨励金、沖縄若年者雇用促進奨励金、地域再生中小企業創業助成金、中小企業基盤人材確保助成金、発達障害者雇用開発助成金、難治性疾患患者雇用開発助成金、精神障害者雇用安定奨励金、職場支援従事者配置助成金、若年者等正規雇用化特別奨励金、実習型試行雇用奨励金、派遣労働者雇用安定化特別奨励金、特例子会社等設立促進助成金、建設業離職者雇用開発助成金、実習型雇用助成金、正規雇用奨励金、精神障害者等ステップアップ雇用奨励金、３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金、３年以内既卒者トライアル雇用奨励金、既卒者育成支援奨励金、通年雇用奨励金、介護労働環境向上奨励金、介護労働者設備等導入奨励金、介護労働者設備等整備モデル奨励金、訓練等支援給付金、地域雇用開発能力開発助成金、中小企業雇用創出等能力開発助成金、障害者就業・生活支援センター設立準備助成金、建築業新分野教育訓練助成金、建設教育訓練助成金、教育訓練助成金、成長分野等人材育成支援奨励金、キャリア形成促進助成金、事業復興型雇用創出助成金及び在宅就業支援団体等活性化助成金です。
なお、上記以外についても、助成金ごとに併給調整の対象となるかをご確認願います。
☆特に特定求職者雇用開発助成金、試行雇用奨励金、派遣労働者雇用安定化特別奨励金、若年者等正規雇用化特別奨励金については、雇用調整助成金・中小企業緊急雇用安定助成金を受給したために、受給できないという事例が多発しているため、ご注意ください。
②事業主の親族及び従業員兼務役員について、安定所で被保険者資格の確認をとっていない場合は、同居の親族等の雇用実態証明書、兼務役員等の雇用実態証明書を安定所に提出し、被保険者資格を確認しておいてください。
　　③実際の在籍者と安定所に登録されている者との照合を行って、取得・喪失のモレを事前に解消しておいてください。
（２）就業規則、賃金規定等について

　　①勤務時間・休日等について現行と相違ないか確認してください。

　　②賃金台帳に記載している各種手当等の名称が規則と相違ないか確認してください。
（３）労働時間について

　　　所定労働時間が法定労働時間内となっているか確認してください。１年単位の変形労働時間制を採用している事業所は、変形労働時間制に関する協定届を労働基準監督署へ届け出ておいてください。

（４）休日について

　　①夏季（盆）休暇・年末年始等、就業規則に掲げていない休日も申告してください。

　　②対象期間の所定労働日数が合理的な理由なくその直前の１年間より増加している場合、増加した日数に直前の１年間における平均被保険者数を乗じ、１２カ月で除した日数を、休業等を行った日数から判定基礎期間毎に差し引いて支給します。
（５）協定書について

　　　労働者の過半数で組織されている労働組合と協定を結んだ上で雇用調整を実施してください。労働組合が組織されていない場合は、事業所の過半数の同意を得た労働者代表を定めて協定を結んでください。この場合、兼務役員及び管理職の地位にあるものは、原則労働者代表として望ましくありません。

（６）賃金台帳・出勤簿について

　　①賃金台帳・・・雇用調整として通常業務を行わないことになりますので、基本給等については勤務しなかった分を減額し、別に協定に基づく休業手当・教育訓練の賃金を計上し明確に区分して表示して下さい。（休業手当の額と賃金が同額である場合にも明確に区分して表示して頂く必要があります。）ただし、教育訓練の賃金を全額（１００％）支給する場合は、明確に区分して表示する必要はありません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②出勤簿・・・雇用調整を実施した日に「休業」、「教育訓練」と明確に表示してください。
（７）生産量要件について

　　　本助成金の支給を受けるには、次のいずれかの要件を満たす必要があります。

1 生産指標の最近３か月間の月平均値がその直前３か月又は前年同期と比べ５％以上減少していること。（中小企業においては、前期決算等の経常損益が赤字の場合、５％未満の減少でも可）

2 円高に進行に伴う経済上の理由により事業活動が縮小した事業主のうち、対象期間の初日が平成２３年１０月７日以降の場合、助成金の支給要件である事業活動の縮小について、「最近３ヶ月間の月平均値がその直前３ヶ月又は前年同期に比べ５％以上減少」としている生産量要件の「３ヶ月」を「１ヶ月」に緩和します。また、最近１ヶ月の月の平均値が、その直前の１ヶ月又は前年同期に比べ５％以上減少する見込みであっても、利用手続きの開始を可能とします。（ただし、この場合は支給決定の際に事業活動の縮小を確認することとし、実施に減少していなかった場合は、支給対象外となります。）
この場合、「雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書」（様式第１号（２））の代わりに、「雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書」（円高の影響を受けた事業主用）を提出して下さい。

なお、円高の影響とは、円高の影響による輸出量の減少や輸出関係の受注の減少、円高の影響により取引先が海外への発注に移行したことや経費削減したことによる受注の減少、円高の影響による外国人観光客の減少などを想定しております。円高の影響を確認するための書類の提出をお願いすることもありますので、ご了承ください。なお、「円高の影響による内需の冷え込みのため生産量が減少」など、円高の影響が明確に説明できないものについては対象になりませんのでご注意ください。
3 今冬の電力使用制限を受ける事業主の皆様へ

平成２３年１２月１９日から平成２４年３月２３日までの間、関西電力株式会社管内においても、１０％以上を目途とした節電に取り組むこととされています。
　　　　政府の節電要請を受け、使用電力の抑制に取り組んだため事業活動が縮小した場合、経済上の理由に該当しませんが、それ以外の経済上の理由による事業活動の縮小が更にある場合、若しくは、取引先が使用電力の抑制に取り組んだ事により売上が減少した場合など、節電要請の影響が間接的な場合は助成対象となります。
　　　　この確認を要するため、判定基礎期間の前の３箇月に平成２３年１２月１９日から平成２４年３月２３日が含まれている場合は「様式９７号、様式９７号－２」を使用して下さい。

なお、この期間が含まれない場合は、［様式第１号（２）様式第２号（２）］を使用願います。
（８）東日本大震災の影響に伴う特例措置について

　　　東日本大震災の影響による需要（生産量、販売量）の減少を理由に休業等を行う事業所について特例措置を設けます。

生産指標の最近３か月間の月平均値が前々年同期に比べ１０％以上減少し、かつ直近の決算等の経常損益が赤字である場合。

（ただし、対象期間の初日が平成２４年３月１１日から平成２５年３月１０日までの間のものに限ります。）
（９）船員の休業等について

　　　船員保険（失業部門）が雇用保険に統合されたことに伴い、平成２２年１月より雇用保険被保険者となる船員の休業等も本助成金の対象になります。
なお、平成２１年１２月まで海運事業等雇用調整助成金を利用していた事業主であって、平成２２年１月以降本助成金を利用する場合は、対象期間は平成２２年１月以降の実施期間の初日からの１年間となり、新たに生産量要件を満たす必要があります。
（１０）短時間休業について

　　　短時間休業は、当該事業所における被保険者全員について１時間以上一斉に行われるものが対象となりますが、平成２１年２月６日以降当分の間にあたっては、所定労働時間内において、各被保険者単位で１時間以上行われる短時間休業（以下「特例短時間休業」といいます。）も短時間休業とし、支給対象となります。短時間休業は、原則、連続した1時間以上の休業を行う必要がありますが、始業を３０分遅らせ、かつ、終業を３０分早めての合計１時間とする休業の場合に限って、この場合も支給対象となります。

なお、特例短時間休業を行う場合は、休業等実施計画届に記入する休業予定日をマルで囲んで下さい。（同じ日において、１日休業と特例短時間休業を実施する場合は、実施日を両方記入し、片方をマルで囲んで下さい。）
（１１）教育訓練について

　　　雇用調整助成金・中小企業緊急雇用安定助成金制度における教育訓練とは、「職業に関連する」知識、技能又は技術の習得又は向上を目的とするもの又は当該企業にとって今後生産性向上につながるものと認められる教育・訓練・講習等であって、所定労働日の所定労働時間内において実施されるもののうち、雇用調整の目的で、通常行われる教育訓練とは区別して行われるものをいいます。「職業に関連する」とは、現在就いている職業（職種）に直接関係するものに限らず、現在就いている職業に関連する周辺の技能、知識に関するものも含まれる他、事業活動の縮小等に伴い配置転換をする場合必要な訓練も含まれます。
　　　　なお、以下に該当するものは対象となりません。

・企業において通常の教育カリキュラムに位置づけられているもの（例…入社時研修、新任管理職研修、中堅職員研修等）。

・法令で義務づけられているもの（例…労働安全衛生法第５９条、６０条等）。

・教育訓練科目、職種等の内容に関する知識又は技能、実務経験、経歴を有する指導員又は講師により行われるものではないもの。

・講師が不在のもの。
・教育訓練の成果物が市場に出荷される可能性がある場合のもの。

※ 教育訓練は実施形態ごとに以下のいずれかに該当するものである必要があります。

・「事業所内訓練」…事業主が自ら実施するものであって、生産ライン又は就労の場における生産活動と区分して、受講する労働者の所定労働時間の全１日又は半日（全１日より短く、３時間以上であるもの）行われるもの。
・「事業所外訓練」…「事業所内訓練」以外の教育訓練であって、対象者の科目、カリキュラム、及び期間の分かる書類、各受講者の受講を証明する書類及び受講料の支払いを証明できる書類を提出でき、１日において３時間以上行われるもの。

※ 実施する教育訓練が、「事業所内訓練」「事業所外訓練」のどちらに該当するかは訓練の実施主体で判断します。事業所外の場所であっても、事業主が実施するものであれば、外部講師を活用したとしても、事業所内訓練となり、訓練の実施主体が当該事業主にないものについては、事業所内で行われるものであっても、事業所外訓練となります。

　※ 教育訓練を実施する場合、協定書において、教育訓練の実施主体、教育訓練の期間（

期間及び終期並びに日数）、対象労働者の範囲（実施部門及び人数）、教育訓練期間中手当又は賃金の支払いの基準、教育訓練の内容（科目、内容及び学科、実技の別）、教育訓練の実施施設（事業所内、事業所外の別並びに事業所外の場合は名称及び所在地）等を定める必要があります。

※ 事業所内訓練については、教育訓練日に受講した時間以外の所定労働時間において業務に就かせても構いませんが、事業所外訓練については、受講日に業務に就かせた場合は対象外となります。
※ 教育訓練の賃金支払い率が１００％未満となる場合については、労働契約（又は就業規則）において一定割合を支払う旨の規定が必要です。支払い率が１００％未満となる場合であっても、各都道府県の最低賃金は下回らないようにして下さい。（下回った場合、最低賃金法違反となります。

（１２）助成金の不支給要件について

次のいずれかに該当する場合は本助成金の支給を受けることができません。

①休業等の実施に係る事業所において成立する保険関係に基づく前々年度より前の年度に係る労働保険料を滞納している場合。

②対象期間の初日の前日から起算して６か月前の日から対象期間の末日までの間に、労働関係法令違反を行っていることにより次のいずれかに該当するなど、支給することが適切でないものと認められる場合。（この場合、既に助成金の支払いを受けたものについても返還対象となります。）
イ　都道府県労働局労働基準部（労働基準監督署を含む）から送検された場合

ロ　都道府県労働局職業安定部又は需給調整事業部の告訴又は告発により送検された場　　　　

　　合

ハ　イ及びロに該当しない場合であって、告訴又は告発により送検されたことが明白な場合

③偽りその他の不正行為により本来受けることのできない各種助成金を受け又は受けようとしたことにより３年間にわたる助成金の不支給措置が執られている場合。
④次のいずれかに該当する暴力団関係事業所であると認められた場合。（この場合、既に助成金の支払いを受けたものについても返還対象となります。）
イ　事業主又は事業主が法人である場合当該法人の役員又は事業所の業務を統括する者その他これに準ずる者（以下、「役員等」という。）のうちに暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）に該当する者のある事業所

ロ　暴力団員をその業務に従事させ、又は従事させるおそれのある事業所
ハ　暴力団員がその事業活動を支配する事業所
ニ　暴力団員が経営に実質的に関与している事業所
ホ　役員等が自己若しくは第三者の不正の利益を図り又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）の威力又は暴力団員を利用するなどしている事業所
ヘ　役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している事業所
ト　役員等又は経営に実質的に関与している者が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している事業所
チ　イからニまでに規定する事業所であると知りながら、これを不当に利用するなどしている事業所
（１３）助成金の返還について

偽り、その他不正行為により本来受けることのできない助成金を受給した（受給しようとしたこと行為を含む）ときは、事業主の名称・代表者氏名、事業所の名所・所在地・概要、不正受給金額・内容を公表し、受給した助成金を返還（受給しようとしたときは不支給）を求めるとともに、その後３年間は雇用保険料を財源とするすべての助成金が支給されません。また、特に悪質なものについては、刑事告訴等を行います。（これらに該当する公表、刑事告訴等によって事業主に生じたいかなる損害についても、責任を負いません。）
（１４）実施状況確認について

　　　実施計画届受理後、必要に応じて事前通告しない事業所訪問により、実施状況を確認させていただくことがあります。

（１５）会計検査について

　　　本助成金は、会計検査院による会計実地検査の対象となります。当該検査の受検対象事業所になった際には、全従業員の労務関係書類（賃金台帳、出勤簿等）、会計関係帳簿類（総勘定元帳、現金出納帳等）、税務関係帳簿類（源泉徴収簿、源泉徴収票等）の原本を提出していただくことになりますので、関係書類の整理保管（５年間）及び原本の貸し出しについてご了知ください。
上記のご案内及び申請様式については、大阪労働局のホームページから出力出来ますのでご利用下さい。http://osaka-rodokyoku.jsite.mhlw.go.jp
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